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   京都市会議員の議員報酬，費用弁償及び期末手当の支給に関する条例 

（趣旨） 

第１条 この条例は，地方自治法第２０３条第４項の規定に基づき，市会議員の議員報酬，

費用弁償及び期末手当の支給に関し必要な事項を定めるものとする。 

（議員報酬の額） 

第２条 議員報酬の額は，次の各号に掲げる区分に応じ，当該各号に掲げるとおりとする。 

⑴ 議長 月額１，１２０，０００円以内 

⑵ 副議長 月額１，０３０，０００円以内 

⑶ 議員（議長及び副議長を除く。） 月額９６０，０００円以内 

（議員報酬の支給） 

第３条 議員報酬は，その月分を翌月７日までに支給する。ただし，退職又は死亡の場合

は，その際これを支給する。 

２ 前項本文の規定にかかわらず，特別の事情がある場合においては，市長は，その支給

方法について定めることができる。 

第４条 就職し，若しくは退職した月又は異動があった月は，日割りにより計算した額を

支給する。 

２ 議員報酬を受けるべき者が死亡したときは，その月分の全額を支給する。 

（費用の弁償） 

第５条 市会議員が定例会，臨時会又は京都市会委員会条例第１条に規定する常任委員会，

同条例第３条の２第１項に規定する市会運営委員会，同条例第３条の３第１項に規定す

る理事会若しくは同条例第４条第１項に規定する特別委員会（以下「定例会等」という。）

に出席したときは，費用弁償として定例会等に出席した日１日につき５，０００円を支

給する。 

２ 前項の費用弁償は，定例会等に出席した日の属する月の翌月に支給する。 



第６条 職務のため出張するときは，費用弁償として京都市旅費条例を準用し，同条例別

表の特級相当額をそのつど支給する。 

第７条 前２条に定めるもののほか，市会議員が職務を行うために特に費用を要するとき

は，費用弁償として当該費用に相当する額をそのつど支給する。 

（期末手当） 

第８条 議長，副議長及び議員で，６月１日及び１２月１日（以下これらの日を「基準日」

という。）にそれぞれ在職するものに対し，それぞれ基準日の属する月に期末手当を支給

する。 

２ 期末手当の額は，前項に規定する者が受けるべき議員報酬月額に１００分の１４５を

乗じて得た額に，次の各号に掲げる区分に応じ当該各号に掲げる割合を乗じて得た額と

する。 

⑴ ６月に支給する場合 １００分の１６０以内 

⑵ １２月に支給する場合 １００分の１７５以内 

３ 前項の議員報酬月額は，基準日以前６月間において職に異動がなかった者については，

その者が基準日現在において受けるべき議員報酬月額とし，当該期間内において職に異

動があった者については，その者がそれぞれの職に在職した期間を勘案して市長が定め

る額とする。 

４ 期末手当の支給日については，京都市職員給与条例の適用を受ける職員の例による。 

５ 基準日前１月以内に議員を退職し，又は死亡した者については，前各項の規定に準じ

て期末手当を支給する。 

（委任） 

第９条 この条例に定めるもののほか，議員報酬，費用弁償及び期末手当の支給に関し必

要な事項は，市長が定める。 

   附 則 

（施行期日等） 

１ この条例は，公布の日から施行し，平成２０年９月１日以後の期間に係る議員報酬に

ついて適用する。 

（関係条例の廃止） 

２ 京都市会議員期末手当支給条例は，廃止する。 

（関係条例の一部改正） 

３ 京都市報酬及び費用弁償条例の一部を次のように改正する。 

  第１条中「職員（」の右に「市会議員及び」を加える。 

  第２条第１項中第１号から第３号までを削り，第４号を第１号とし，第５号から第１

８号までを３号ずつ繰り上げ，同条第２項中「前項第８号」を「前項第５号」に改め，

同条第３項中「第１項第１８号」を「第１項第１５号」に改める。 

  第５条を削る。 



第６条第１号中「第１７号」を「第１４号」に改め，同条を第５条とする。 

第７条中「前２条」を「前条」に改め，同条を第６条とする。 

第８条を第７条とする。 

４ 京都市特別職報酬等審議会条例の一部を次のように改正する。 

  第１条中「議会の議員の報酬」を「市会議員の議員報酬」に，「報酬等」を「議員報酬

等」に改める。 

  第２条中「報酬等」を「議員報酬等」に改める。 

５ 京都市政務調査費の交付に関する条例の一部を次のように改正する。 

  第１条中「第１００条第１３項」を「第１００条第１４項」に改める。 

 

提案理由 

 地方自治法の一部改正により，地方議員の位置付けの明確化を図る観点から，地方議員

の議員報酬，費用弁償及び期末手当に関する規定が整備されたため，その趣旨を踏まえ，

市会議員の議員報酬等の支給に関し必要な事項を定める条例を新たに制定するとともに，

規定を整備する必要があるので提案する。 


